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当社グループは「働く人の人生を大事にする会社」づくりを根幹とした経営方針のもと、
派遣事業のさらなる拡充と、将来成長に向けた新たな領域への進出を醸成し、
欧州・アジアを軸としたグローバル事業の発展にも積極的に取り組んでまいります。

株式会社トラスト・テック
代表取締役社長

つきましては過去最高水準の約950名の新入社員を迎える
予定です。
　技術系領域では現在、トラスト・テック、トラスト・ネ
クストソリューションズ、トラスト・アイパワーズの3社
でそれぞれ経営指標を掲げながら事業を推進しています。
期初に掲げた技術系社員数6,600名の到達に向けて順調に
推移しております。
　製造系領域では、期初において採用投資による収益の悪
化を招きましたが、第2四半期には従来通り規模よりも収
益性を重視した事業を推進することによって従来の水準に
まで収益改善を図ることができました。
　海外領域においては、英国Gap社とQuattro社の2社の
連結寄与により売上高を大きく伸ばすことができました。

　現在推進中の中期経営計画においては、成長戦略方針で
掲げた2つの経営指標「売上高 年率20％以上の成長スピー
ド維持」、「連結営業利益 年率20％以上の増加」ともに、

上半期・通期予想においても当初計画を上回る水準で順調
に進捗していますことをご報告いたします。
　当社グループは、「世界複数国に事業基盤の拡充と整備」
に 向 け た 一 環 と し て、 ベ ト ナ ム の 人 材 派 遣 企 業
Le&Associates（以下、L&A社）の株式44.42％を、
2019年1月23日に取得しました。この取得でベトナムは、
英国、中国(含、香港)、インドネシアに続く、当社にとっ
て4ヵ国（5地域）目の海外展開市場となります。L&A社は、
1万人を超える派遣スタッフをかかえる、ベトナム最大規
模の派遣会社です。今後は現地日本企業との取引を加速さ
せ、ベトナム国内での事業拡大に取り組んでまいります。
　通期見通しに関しては、連結売上高で6期連続の増収、
連結営業利益で10期連続の増益に向け順調に進捗してお
り、目標を確実に達成する見込みです。

　当社グループは、「人が働いていく」というところに関
与している企業グループです。働く人々に対して、より具
体的なアクションやメッセージをグループ挙げて発信して
いくことが重要であり、事業活動の中にも浸透させていき
たいと考えています。その上で、働く人全てが当社グルー
プに入って良かったと思える、派遣先からは当社グループ
に依頼して良かったと思われる会社でありたい、ひいては
社会にとって、なくてはならない企業でありたいと常に
思っています。
　株主の皆さまにおかれましては、引き続きこれまでと変わ
らぬご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げますとと
もに、今後の当社グループにご期待いただけますと幸いです。

トップメッセージ

　当上半期における当社グループの国内外ビジネス市場の
動向を見ますと、国内では、人手不足による人材採用環境
は継続的に厳しい状況が続いており、海外では、米中の貿
易摩擦問題による中国市場の景気減退や、英国のEU離脱
問題の方向性において英国GDPを大きく押し下げるので
はないかという可能性が懸念されており、当社グループの
海外市場展開においても若干の不安定要素が散見される状
況にあると考えています。このような環境下、当社グルー
プにおいては、足下の需要で見た場合、国内の技術・製造、
海外のセクターそれぞれにおいて堅調な伸びを維持するこ
とができました。

　

　グループ全体で上半期を振り返りますと、特に、国内採
用活動の強化を図ることができました。今春の新卒採用に

ビジネス市場の動向及び
現状認識について

最後に

2019年6月期における
上半期の経営推進状況について

・売上高� 40,246百万円（前年同期比35.6％増）
・営業利益� 3,112百万円（前年同期比40.8％増）
・純利益� 2,000百万円（前年同期比52.4％増）
�　※親会社株主に帰属する四半期純利益

成長戦略及び通期見通しについて

・売上高� 82,000百万円（前期比25.5％増）
・営業利益� 6,000百万円（前期比39.6％増）
・純利益� 3,700百万円（前期比44.0％増）
�　※親会社株主に帰属する当期純利益
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積極的な事業展開を背景に売上高・営業利益ともに過去最高を更新

　第2四半期連結累計期間におい
ては、2018年8月に株式を取得し
たQuattro Group Holdings 
Limitedを子会社化した影響、及び
一時費用の剥落や原価改善に取り
組んだ結果、売上高は15,317百万
円（前年同期比75.8％増）、セグメ
ント利益は104百万円（前年同期
はセグメント損失69百万円）とな
りました。

百万円
前年同期比 75.8%増扌

15,317百万円売上高

百万円
前年同期は △69百万円
104百万円セグメント利益

　引き続き好調が続く輸送用機器
や電気機器など、当セグメントで
比重の高い業種での社員配属が伸
長しました。
　また、注力分野であるIT系領域
において、IT・ソフト開発の社員配
属が拡充しております。
　この結果、第2四半期連結累計期
間における売上高は19,875百万
円（前年同期比23.7％増）、セグメ
ント利益は2,785百万円（前年同
期比34.2％増）となりました。
　なお、2018年12月末時点の当
セグメントに従事する社員数は、
前期末から412名増加の5,621名
となりました。

49.4%
売上高構成比

　第2四半期連結累計期間においては、引き
続き地域密着型営業に注力して高単価の受注
を獲得するなど、売上高の拡大を推し進めま
した。また、上記の高単価受注の獲得のほか、
第1四半期での積極的な採用投資の効果が限
定的であったため、投資水準を平時の水準に
戻しました。
　この結果、第2四半期連結累計期間におけ
る売上高は5,105百万円（前年同期比3.8％
増）、セグメント利益は260百万円（前年同
期比4.7％増）となりました。
　なお、2018年12月末時点の当セグメント
に従事する社員数は、前期末からは115名減
少の2,351名となりました。

百万円
前年同期比 3.8%増扌

5,105百万円売上高

百万円
前年同期比 4.7%増扌

260百万円セグメント利益

■�売上高
（百万円）

■�営業利益
（百万円）

■�社員数（国内）
（人）

■���親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

（百万円）

百万円
前年同期比 23.7%増扌

19,875百万円売上高

百万円
前年同期比 34.2%増扌

2,785百万円セグメント利益

12.7%
売上高構成比

38.1%
売上高構成比

技術系領域 製造系領域 海外領域

第2四半期業績ハイライト

402約 億円
前年同期比� 35.6%増扌

31約 億円
前年同期比� 40.8%増扌

20約 億円
前年同期比� 52.4%増扌

2017年6月期2016年6月期2015年6月期 2018年6月期

15,000

0

30,000

45,000

75,000

60,000

90,000

9,918

20,819

14,545

30,143

20,471

43,035

29,676

65,363

2019年6月期

40,246

82,000
(予想)

■ 上半期　■ 通期

2017年6月期2016年6月期2015年6月期 2018年6月期
0

1,000

2,000

3,000

4,000

6,000

5,000

655

1,597

1,107

2,549

1,306

3,220

2,210

4,297

2019年6月期

3,112

6,000
(予想)

■ 上半期　■ 通期

2017年6月期2016年6月期 2018年6月期
0

2,000

4,000

6,000

8,000

5,109

5,512

5,771

6,752

6,957

7,675

2019年6月期

7,972

■ 上半期　■ 通期

2017年6月期2016年6月期2015年6月期 2018年6月期
0

1,000

2,000

3,000

4,000

423

1,024

643

1,523

726

1,923

1,312

2,569

2019年6月期

2,000

3,700
(予想)

■ 上半期　■ 通期

8,000人
前年同期比� 14.6%増扌

約
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国内の市場規模
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人材不足を背景として、IT領域を中心に技術派遣市場は拡大傾向

■�技術者派遣市場規模推移

出所：矢野経済研究所｢人材ビジネスの現状と展望2018版｣を基に当社作成
※CAGR≒年平均成長率

技術派遣市場規模

出所：矢野経済研究所｢人材ビジネスの現状と展望2018版｣を基に当社作成
※CAGR≒年平均成長率
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25,000 26,000

27,500
28,800

CAGR 6.4%

20152013 2014 2016 2017 20192018 2020 2021
予測予測 予測 予測

（億円）

（年度）

製造派遣・請負市場規模

技術系・製造系の派遣市場は今後も成長見込み

世界の人材派遣市場規模

北米 36.6%

その他
5.9%

欧州
34.5%

アジア
22.9%

フランス 5.4%

オランダ 3.8%

その他 7.0%

その他 1.0%

ドイツ 9.2%

イギリス 9.1%

日本
14.0%

中国 9.4%

カナダ 1.7%

アメリカ 34.9%

世界の
人材派遣市場規模

約42兆円

出所：WEC Economic Report 2017
＊  欧州、北米、アジアなどの区分については

記載のある13ヵ国分の合計を集計

人材派遣事業のマーケットサイズ

イギリス

オーストラリア

オランダ

ニュージーランド

ルクセンブルグ

ハンガリー

アメリカ

ドイツ

フランス

ベルギー

日本
世界平均

4.1%

3.6%

3.3%

3.3%

3.0%

2.6%

2.4%

2.4%

2.2%

2.1%

2.0%
1.9%

出所：WEC Economic Report 2017
＊  中国は統計データが存在しないため

含まず

世界の人材派遣浸透率 人材派遣浸透率＝就業者に占める派遣社員の割合

世界2位のシェアをもつ日本、派遣浸透がすすんでいる欧州
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中国

香港

ベトナム

インドネシア

L&A社への出資

　2019年1月23日、ベトナム国内最大規模の人材派遣

会社Le&Associates（以下、L&A社）の株式44.42%を

取得しました。L&A社は当社の持分法適用関連会社とな

ります。

　L&A社は1万人を超える派遣スタッフを擁し、今後は

現地日本企業との取引を加速させ、ベトナム国内での事

業拡大に取り組んでまいります。

出資44.42%

L&A社
（人材派遣／紹介事業など）

CXO�RESEARCH�LIMITED�
COMPANY

（エグゼクティブサーチ）

KBM�CORPORATION

（マーケティングサービス）

FY16 12月期 FY17 12月期 FY18 12月期
（予想）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

3,260
3,892 4,285

（単位：百万円）
L&Aグループ売上高

アジア市場の展開拡大―ベトナム

L&A�INVESTMENT�
CORPORATION （持株会社）

技術系推移

＊各事業者の総売上高を基に作成
注） 技術者派遣請負部門売上高
出所：矢野経済研究所「人材ビジネスの現状と展望2018版」　CAGRは当社算出

順位 社名 2014 2015 2016 2017 シェア CAGR
(2014-2017)

1 テクノプロ・グループ（連結） 81,241 90,323 100,095 116,529 14.8% 12.7%

2 メイテック（連結） 82,136 87,888 89,979 93,618 11.9% 4.4%

3 アウトソーシング（国内技術系） 22,216 31,659 40,182 51,264 6.5% 32.1%

4 フォーラムエンジニアリング 30,651 31,900 33,400 34,500 4.4% 4.0%

5 トラスト・テック 注） 12,716 21,802 26,717 33,573 4.2% 38.2%

6 アルプス技研（連結） 20,169 22,723 26,743 30,260 3.8% 14.4%

その他事業者 298,871 326,705 369,384 430,256 54.4% 12.9%

合計 548,000 613,000 686,500 790,000 100.0% 13.0%

（百万円）

技術者派遣有力事業者の業績推移及びシェア

7,000

5,000

（名）

2015/6 2015/12 2016/6 2016/12 2017/6 2017/12 2018/122018/6

6,000

2,000

3,000

4,000

1,000
2019/6
計画

2019年新卒者 計画 750名
6,600

2,200

3,362

4,334

5,209
5,621

技術社員数推移

主力の技術系で高成長を実現
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2,000

2,500

3,000

5,500

4,500

5,000

4,000

3,500

2018年
2月 3月 4月 5月 8月 9月 10月 11月 12月

2019年
1月6月 7月

（円）

発行可能株式総数 71,800,000株
発行済株式総数 21,188,700株
株 主 数 3,751名

株式の状況 （2018年12月31日現在）

大株主 （2018年12月31日現在）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
株式会社アミューズキャピタル 4,795 22.6
中山　隼雄 4,189 19.8
SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 1,854 8.7
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 776 3.7
株式会社アミューズキャピタルインベストメント 620 2.9
中山　晴喜 570 2.7
椛田　法義 359 1.7
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 336 1.6
賀来　昌義 311 1.5
有馬　誠 300 1.4

株価の推移

所有者別保有株主数（名） / 株式数（株）

30名　231,133株
（1.1%）

証券会社
134名　4,537,342株
（21.4%）

外国法人等

33名　5,461,306株
（25.8%）

その他の法人

22名　1,969,500株
（9.3%）

金融機関

3,531名　8,988,732株
（42.4%）

個人・その他

（注）持株比率は自己名義株式（687株）を控除して算出しています。

株式の分布状況

株式の状況

朝日新聞に
トラスト・テック・ウィズの

取組みが
とりあげられました

2019年1月30日付　
朝日新聞

障がい者雇用の特例子会社「トラスト・テック・ウィズ」では、
3つの事業を展開しています。

トラスト・テック・ウィズ

朝日新聞社の転載許諾取得済み

ステーショナリー
事業

フラワー
アレンジメント

事業
アウトソーシング

事業

　グループ会社で使用するカレン
ダー・名刺・その他様々なステーショ
ナリー製品をリサイクル紙を中心に手
作りで製作しているのがステーショナ
リー事業です。

　アウトソーシング事業では、事務処
理の代行が主な業務です。
　書類の保管・電子データ化、会社パ
ンフレット・会社封筒の保管・発送・
在庫管理作業、社員宛刊行物の発送作
業を行っています。

　アーティフィシャルフラワーなどを
使ったフラワーアレンジメント作品を
企画・制作する事業です。オリジナル
デザインから一貫して行っています。
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会社概要 （2018年12月31日現在）

https://www.trust-tech.jp/

https://www.trust-tech.jp/ir/

IRサイトのご案内   　当社の財務情報やIRサイトの更新情報を
メールでお知らせする「IRニュースメール」を配信しております。
ご希望の方は、ホームページからご登録ください。NEWS

IR

役員一覧 （2018年12月31日現在）

事 業 年 度 毎年7月1日から翌年6月30日まで

剰余金の配当基準日 6月30日 （中間配当は12月31日）

定 時 株 主 総 会 毎年9月

株 主 名 簿 管 理 人 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部

郵 便 物 送 付 先/
電話お問い合わせ先/
お 取 扱 店

■証券会社に口座をお持ちの場合
お取引の証券会社となります

■特別口座の場合
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-8507 東京都杉並区和泉2-8-4

0120-288-324（フリーダイヤル）
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほ証券株式会社　
本店及び全国各支店

公 告 の 方 法 電子公告（当社ホームページに掲載）https://www.trust-tech.jp/
ただし、やむを得ない事由によって、電子公告による公告をすることが
できない場合には、日本経済新聞に掲載して行います。

（ご注意） 1. 未払配当金の支払、支払明細発行については、上記の「特別口座の場合」の郵便物送付先・電話お問い
合わせ先・お取扱店をご利用ください。

 2. 単元未満の買取以外の株式売買はできません。電子化前に名義書換を失念してお手元に他人名義の
株券がある場合は至急ご連絡ください。

株主メモ

会 社 名 株式会社トラスト・テック（英文名Trust Tech Inc.）

本 社 所 在 地 東京都港区東新橋2-14 -1

設 立 1997年8月
（ 共生産業株式会社の商号で設立）

資 本 金 42億1,379万円

事 業 内 容 技術者派遣、受託、委託、請負、
有料職業紹介事業

国 内 子 会 社

株式会社TTM
（製造分野における業務請負、人材派遣を展開）

株式会社トラスト・ネクストソリューションズ
（制御系ソフトウェアの開発、設計支援業務、試験業務等を展開）

株式会社トラスト・アイパワーズ
（ICT分野における人材派遣、アウトソーシングサービスを展開）

株式会社トラスト・テック・ウィズ
（障がい者が健常者とともに社会の一員として活躍できる環境を提供）

海 外 子 会 社

GAP PERSONNEL HOLDINGS LIMITED［イギリス］
（人材派遣、人材紹介事業を展開）

MTrec Limited［イギリス］
（人材派遣、人材紹介事業を展開）

PT.TRUST TECH ENGINEERING SERVICE INDONESIA［インドネシア］
（人材紹介事業を展開）

托斯蒂客（上海）人才咨詢有限公司［中国上海］
（ 人材紹介事業を展開）

山東聯信智達人力資源有限公司［中国威海］
（ 人材派遣、請負、人材紹介事業を展開）

広州点米信科人力資源有限公司［中国広州］
（ 人材派遣、請負、人材紹介事業を展開）

代表取締役社長 西田　穣
取締役　専務執行役員 村井　範之
取締役 松本　和之
取締役 中山　晴喜 社外  
取締役 宮野　隆 社外  独立
取締役 残間　里江子 社外  独立
取締役 清水　新 社外  独立
監査役 下川　富士雄 社外  独立
監査役 髙倉　潔
監査役 名子　俊男 社外  独立

※1. 取締役の宮野隆氏、残間里江子氏及び清水新氏は社外取締役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ております。

※2.  監査役の下川富士雄氏及び名子俊男氏は社外監査役であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員とし
て指定し、同取引所に届け出ております。

会社・株式情報


